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　日頃から、大阪府環境農林水産行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　本府では、「大阪の再生」という目標に向けて、大阪が一体となって成長を成し遂げる取組みを進め、その「成長」を通じて「安全・安心」のための基盤づくりを行う「良き循環」の実現を目指しております。

大阪の農林水産業を取り巻く環境は、農業従事者の高齢化や担い手の不足、遊休農地の増加など厳しい状況にある一方、新鮮で安全・安心な府内産農産物への府民の関心はますます高まっております。こうした中、豊かな『食とみどり』の創造に向けて、府民の皆様と協働しながら、農空間や海域、内水面、森林などの健全な確保・有効活用を図り、新鮮でおいしく、安全な食の提供と、大都市の中での貴重な癒し空間の創出に取り組んでいます。
また、近年、ますます課題が多様化・複雑化している環境分野においては、府民が健康で安心して暮らせるよう、良好な大気や水環境の確保に向けた取組みはもとより、地球温暖化や生物多様性など地球規模での環境問題への対応、資源の循環的利用の促進、地域の特性に応じた新たなエネルギー社会の構築など、様々な取組みを進めています。

　平成25年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。　　　　　　　　　　

大阪府知事　松 井　一 郎
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１．自動車用バイオ燃料の本格普及に向けた積極的な取組みについて
Ｅ３（バイオエタノール３％混合ガソリン）などの自動車用バイオ燃料について、ガソリン税のバイオエタノール混合分減免の延長を行う等、関係省庁とともに利用拡大を図られたい。
２．都市農業の振興、都市農地の保全に資する支援制度の拡充
市街化区域内にある生産緑地は、消費者に近く、新鮮で安全・安心な農産物を供給する役割に加え、都市住民に憩い・やすらぎの場を提供するとともに、災害時には地域の防災空間として活用されるなど、多様な公益的機能を発揮している。
都市部の農業振興や農地の保全を促進するため、生産緑地において、都市住民など多様な担い手を育成し、都市農業の振興や都市農地の保全が図れるよう農業経営基盤強化促進法に基づく利用権設定を可能とすること。

併せて、相続税納税猶予制度について、市街化調整区域内農地と同様、生産緑地においても基盤法に基づく貸借や市民農園開設のための農地貸付について、制度の適用が受けられるよう早急に見直すこと。

３．ため池減災の推進
府内には１万１千箇所ものため池があり、人口の多い大阪では府民の身近に存在している。
東日本大震災の教訓を踏まえた「減災」のまちづくりを進めるため、ため池耐震のハード対策の着実な推進に加え、浸水想定区域図およびハザードマップ作成など、「人命を守る」ことを最優先に、「ただちに逃げる」といった観点から「ため池の総合的な減災」を進めるソフト対策について、行政が主体的に推進できる法整備および所要の財源措置を講じられたい。

４．地籍調査事業の推進
地籍調査事業については、「大阪府地籍調査促進戦略（H18.3）」を策定し、当時2％弱だった地籍調査進捗率を8％（H24.3）まで進捗したところである。

しかしながら、全国平均（50％）からは、まだまだ低く、特に山林部においては、進捗率が2％にも満たない状況にある。
今後、第６次国土調査事業十箇年計画（平成31年度末進捗率１７％）の目標達成に向け、新たに着手する市町村の増加や山林部の調査区域の拡大など、より一層の事業推進を図るため、地籍調査費負担金について所要の財源措置を講じられたい。

５．国出先機関の移管に向けた支援
閣議決定された「アクション・プラン～出先機関の原則廃止に向けて～」に基づき、近畿地方環境事務所の関西広域連合への権限・財源・組織の一括移管（丸ごと移管）の実現に向けて、所要の措置を講じられたい。
